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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】剛性の過剰な増加を抑え、適切な剛性を有しつ
つ高減衰性を両立化し得る車両の車体構造を提供する。
【解決手段】フロアパネル６と、フロアパネル６の上面
に減衰性の第１接着剤２１を介して接合されたクロスメ
ンバ５と、フロアパネル６の下面に減衰性の第２接着剤
２２を介して接合されたフレーム７とを備え、第１接合
部２０ｂは、第２接合部２０ｃと重なり合う交差部分Ｑ
１と、該交差部分Ｑ１に隣接し且つ第２接合部２０ｃと
重なり合わない隣接部分Ｒ１，Ｒ２とを備え、隣接部分
Ｒ１，Ｒ２は、フロアパネル６の下面側にフレーム７が
配置されていない第１隣接部分Ｒ１と、フレーム７が配
置されている第２隣接部分Ｒ２を備え、第２隣接部分Ｒ
２における第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量
は、第１隣接部分Ｒ１における第１接着剤２１の単位面
積当たりの接着剤量よりも少なくする。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車体を構成するパネル部材と、
　前記パネル部材の一面に第１接合部を介して接合された第１剛性部材と、
　前記パネル部材の他面に第２接合部を介して接合された第２剛性部材とを備え、
　前記第１接合部は、前記第１剛性部材と前記パネル部材との双方に接着することで両者
を接合させる減衰性の第１接着剤を備えており、
　前記第２接合部は、前記第２剛性部材と前記パネル部材との双方に接着することで両者
を接合させる減衰性の第２接着剤を備えており、
　前記第１接合部は、前記第２接合部と重なり合う交差部分と、該交差部分に隣接し且つ
該第２接合部と重なり合わない隣接部分とを備え、
　前記隣接部分は、前記パネル部材の前記他面側に第２剛性部材が配置されていない第１
隣接部分と、該第２剛性部材が配置されている第２隣接部分を備えており、
　前記第２隣接部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣
接部分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項２】
　請求項１に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０Ｈｚで
ある条件下において、貯蔵弾性率が１００ＭＰａから８００ＭＰａの範囲内、かつ、損失
係数が０．２以上の特性を有していることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項３】
　請求項２に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０Ｈｚで
ある条件下において、貯蔵弾性率が５００ＭＰａより大きく６００ＭＰａ以下の範囲内、
かつ、損失係数が０．３以上の特性を有していることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記第１剛性部材は、長尺部材であり、
　前記第１接合部は、前記第１剛性部材の長手方向に延びるように形成されており、
　前記第１接着剤は、前記第２隣接部分以外の部分では、前記第１接合部の延出方向に沿
って連続的に配置されていることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣接部
分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項６】
　請求項５に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤は、前記交差部分及び前記第２隣接部分以外の部分では、前記第１接合
部の延出方向に沿って連続的に配置されている
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項７】
　請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記第２剛性部材は、長尺部材であり、
　前記第２接合部は、前記第２剛性部材の長手方向に延びるように形成されており、
　前記第２接着剤は、前記第２接合部の延出方向に沿って連続的に配置されていることを
特徴とする、車両の車体構造。
【請求項８】
　請求項１～請求項７のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
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　前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、所定の間隔を隔てて対向するように配置
された一対の対向接合部を含み、
　前記一対の対向接合部の間に閉断面構造が形成されていることを特徴とする、車両の車
体構造。
【請求項９】
　請求項８に記載の車両の車体構造であって、
　前記閉断面構造の内側に臨む前記対向接合部の縁部に沿って前記第１接着剤及び／又は
前記第２接着剤が設けられていることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１０】
　請求項８又は請求項９に記載の車両の車体構造において、
　前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は断面ハット状の長尺部材であり、
　前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材はそれぞれ前記第１剛性部材及び／又は
前記第２剛性部材の幅方向の両端に長手方向に延びるように互いに略並行に設けられた一
対のフランジ部を備えており、
　前記一対の対向接合部は、前記一対のフランジ部が前記パネル部材に接合されてなり、
　前記一対の対向接合部の間に前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネ
ル部材とにより構成された閉断面構造が形成されていることを特徴とする、車両の車体構
造。
【請求項１１】
　請求項１～請求項１０のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
　前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、
　前記第１剛性部材は前記フロアパネルを補強するためのクロスメンバであり、
　前記第２剛性部材は前記車体のフレームであることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の車両の車体構造において、
　前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延びるように形成されており
、
　前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレームに交差して車幅方向に延
びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数設けられており、
　前記フロアパネルの前記車両前後方向の両端側に位置する前記交差部分における前記第
１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記フロアパネルの前記車両前後方向の中央側
に位置する前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少な
いことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１３】
　請求項１１に記載の車両の車体構造において、
　前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延びるように形成されており
、
　前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレームに交差して車幅方向に延
びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数設けられており、
　前記フロアパネルに対し前側及び／又は後側から外力が作用したときに、該フロアパネ
ルに伝わる車両前後方向の振動の振幅の腹の位置に近い前記交差部分における前記第１接
着剤の単位面積当たりの接着剤量が、前記振幅の腹の位置から遠い前記交差部分における
前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量に比べて少ないことを特徴とする、車両の車
体構造。
【請求項１４】
　請求項１～請求項１３のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
　前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、スポット溶接及び／又は機械的接合手段
との併用構造であることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の車両の車体構造において、
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　前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は、長尺部材であり、
　前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、前記第１接着剤及び／又は前記第２接着
剤による接合に加え、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材の延出方向に間隔を
隔てて配置され、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネル部材との双
方が互いに部分的に溶接されることによって構成されている複数のスポット接合部を備え
たことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の車両の車体構造において、
　前記スポット接合部の間隔が、１０ｍｍ～１００ｍｍの範囲内に設定されていることを
特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１７】
　請求項１～請求項１６のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
　前記第１接合部における前記パネル部材及び前記第１剛性部材の少なくとも一方、及び
／又は、前記第２接合部における前記パネル部材及び前記第２剛性部材の少なくとも一方
は、２ｍｍより薄い厚さを有していることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１８】
　請求項１～請求項１７のいずれか一つに記載された車両の車体構造であって、
　前記車体は、前記パネル部材の前記一面の端部であり且つ前記第１接合部が形成されて
いない位置にパネル接合部を介して接合された追加のパネル部材をさらに備え、
　前記パネル接合部は、前記パネル部材と前記追加のパネル部材との双方に接着すること
で両者を接合させる減衰性のパネル接着剤を備えており、
　前記パネル接合部は、前記第２接合部と重なり合うパネル交差部分と、該パネル交差部
分に隣接し且つ該第２接合部と重なり合わないパネル隣接部分とを備え、
　前記パネル隣接部分は、前記パネル部材の前記他面側に第２剛性部材が配置されていな
い第１パネル隣接部分と、該前記第２剛性部材が配置されている第２パネル隣接部分を備
えており、
　前記第２隣接部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣
接部分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の車両の車体構造において、
　前記パネル交差部分における前記パネル接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第
１パネル隣接部分における該パネル接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項２０】
　請求項１８又は請求項１９に記載された車両の車体構造であって、
　前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、
　前記追加のパネル部材は、前記車体の前方下部に配置されたフロントパネル、及び／又
は、前記車体の後方下部に配置されたリアパネルであり、
　前記第２剛性部材は、前記フロアパネルの下側を車両前後方向に前記フロントパネル及
び／又は前記リアパネルにまで延びるように配置されたフレームである
ことを特徴とする、車両の車体構造。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の車体構造に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、車両の車体を構成する部材の接合部に減衰性部材を採用することで振動の伝
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達を抑制し、車体構成部材の揺動を抑制することが行われている。
【０００３】
　例えば、フロントウインドパネルと、該フロントウインドパネルを下方から支持するカ
ウルパネルとを備えた車両の前部車体構造において、フロントウインドパネルとカウルパ
ネルとの接合部に減衰部材を設けて、フロントウインドパネルの揺動を抑制する技術が開
示されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－１５１６５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、このような接合部に、接着剤を一様に配置した場合、複数の部材が重なり合
う部分では、剛性が過度に増加し、特定の周波数帯における振動減衰性が接着剤を用いな
い場合に比べてかえって悪化するという課題があった。
【０００６】
　そこで本発明では、剛性の過剰な増加を抑え、適切な剛性を有しつつ高減衰性を両立化
し得る車両の車体構造を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するために、本発明では、複数の部材が重なり合う部分における減衰
性接着剤の接着剤量を他の部分の接着剤量よりも低減させるようにした。
【０００８】
　すなわち、ここに開示する車両の車体構造は、車体を構成するパネル部材と、前記パネ
ル部材の一面に第１接合部を介して接合された第１剛性部材と、前記パネル部材の他面に
第２接合部を介して接合された第２剛性部材とを備え、前記第１接合部は、前記第１剛性
部材と前記パネル部材との双方に接着することで両者を接合させる減衰性の第１接着剤を
備えており、前記第２接合部は、前記第２剛性部材と前記パネル部材との双方に接着する
ことで両者を接合させる減衰性の第２接着剤を備えており、前記第１接合部は、前記第２
接合部と重なり合う交差部分と、該交差部分に隣接し且つ該第２接合部と重なり合わない
隣接部分とを備え、前記隣接部分は、前記パネル部材の前記他面側に第２剛性部材が配置
されていない第１隣接部分と、該第２剛性部材が配置されている第２隣接部分を備えてお
り、前記第２隣接部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１
隣接部分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ないことを特徴とす
る。
【０００９】
　複数の部材が重なり合う部分では、接着剤を用いてこれらの部材を全て接合させると過
度に剛性が高まり、減衰性の接着剤を用いた場合であっても、かえってパネル部材への振
動伝達が促進され、特定周波数帯における振動減衰性が低減され得る。本構成によれば、
第２隣接部分における剛性の極度な高まりを抑制し、第１剛性部材又は第２剛性部材に沿
って剛性の変動を抑え、その連続性を維持することができる。そうすると、特定周波数帯
における振動減衰性の低下を抑制し第１剛性部材及び第２剛性部材からパネル部材への振
動伝達を抑制することができる。
【００１０】
　なお、前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０
Ｈｚである条件下において、貯蔵弾性率が１００ＭＰａから８００ＭＰａの範囲内、かつ
、損失係数が０．２以上の特性を有していることが好ましい。
【００１１】
　本構成によれば、第１接着剤及び第２接着剤として特有の物性を有する接着剤を用いる
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ことにより、高剛性と高減衰性との両立が可能になり、乗り心地の改善や騒音の低減が容
易に実現できるようになる。
【００１２】
　さらに、前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６
０Ｈｚである条件下において、貯蔵弾性率が５００ＭＰａより大きく６００ＭＰａ以下の
範囲内、かつ、損失係数が０．３以上の特性を有していることが好ましい。
【００１３】
　本構成によれば、高剛性を確保しながら、損失係数を大幅に高めることが可能になるの
で、よりいっそう高剛性及び高減衰性の両立が可能になる。
【００１４】
　好ましくは、前記第１剛性部材は、長尺部材であり、前記第１接合部は、前記第１剛性
部材の長手方向に延びるように形成されており、前記第１接着剤は、前記第２隣接部分以
外の部分では、前記第１接合部の延出方向に沿って連続的に配置されている。
【００１５】
　本構成によれば、幅の狭い第１接合部であっても、第１接合部の広い範囲にわたって接
着力を一様に作用させることができる。その結果、第１接合部に対して局所的に外力が作
用した場合でも、その外力を接合部の全域にわたって円滑に分散させることができるので
、車体の剛性を高めることができる。
【００１６】
　また、好ましい態様では、前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接
着剤量は、前記第１隣接部分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少
ない。
【００１７】
　複数の接合部が重なり合う交差部分では、減衰性の接着剤を用いてこれらの部材を全て
接合させると過度に剛性が高まり、かえってパネル部材への振動伝達が促進され、特定周
波数帯における振動減衰性が低減され得る。本構成によれば、交差部分における剛性の極
度な高まりを抑制し、第１剛性部材又は第２剛性部材に沿って剛性の変動を抑え、その連
続性を維持することができる。そうすると、特定周波数帯における振動減衰性の低下を抑
制し第１剛性部材及び第２剛性部材からパネル部材への振動伝達を抑制することができる
。
【００１８】
　この場合、前記第１接着剤は、前記交差部分及び前記第２隣接部分以外の部分では、前
記第１接合部の延出方向に沿って連続的に配置されていることが好ましい。
【００１９】
　本構成によれば、幅の狭い第１接合部であっても、第１接合部の広い範囲にわたって接
着力を一様に作用させることができ、第１接合部に作用した外力を接合部の全域にわたっ
て円滑に分散させることができるので、車体の剛性を高めることができる。
【００２０】
　また、前記第２剛性部材は、長尺部材であり、前記第２接合部は、前記第２剛性部材の
長手方向に延びるように形成されており、前記第２接着剤は、前記第２接合部の延出方向
に沿って連続的に配置されていることを特徴とする。
【００２１】
　本構成によれば、上記第１接合部と同様に、幅の狭い第２接合部であっても、第２接合
部の広い範囲にわたって接着力を一様に作用させることができ、局所的に外力が作用して
も第２接合部の全域にわたり分散させることができるので、車体の剛性を高めることがで
きる。
【００２２】
　なお、前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、所定の間隔を隔てて対向するよう
に配置された一対の対向接合部を含み、前記一対の対向接合部の間に閉断面構造が形成さ
れていることが望ましい。
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【００２３】
　本構成によれば、前記一対の対向接合部の間に閉断面構造が形成されることで、車体構
造の剛性を高めることができる。
【００２４】
　そして、好ましくは、前記閉断面構造の内側に臨む前記対向接合部の縁部に沿って前記
第１接着剤及び／又は前記第２接着剤が設けられている。
【００２５】
　本構成によれば、閉断面構造に捩り力等の外力が加わった場合に、対向接合部が口開き
して、変形が進むのを抑制できるので、構造的にも剛性を高めることができる。
【００２６】
　特に、好ましい態様では、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は断面ハット
状の長尺部材であり、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材はそれぞれ前記第１
剛性部材及び／又は前記第２剛性部材の幅方向の両端に長手方向に延びるように互いに略
並行に設けられた一対のフランジ部を備えており、前記一対の対向接合部は、前記一対の
フランジ部が前記パネル部材に接合されてなり、前記一対の対向接合部の間に前記第１剛
性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネル部材とにより構成された閉断面構造が形
成されている。
【００２７】
　本構成によれば、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネル部材とに
より閉断面構造が形成されることで、車体構造の剛性を高めることができる。
【００２８】
　また、前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、前記第１剛
性部材は前記フロアパネルを補強するためのクロスメンバであり、前記第２剛性部材は前
記車体のフレームであることが好ましい。
【００２９】
　本構成によれば、車体の車室の下部を構成する車体構造において、高剛性且つ高減衰性
の接合部をもたらすことができるので、車体強度を確保しながら快適性を向上できる。
【００３０】
　前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延びるように形成されており
、前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレームに交差して車幅方向に延
びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数設けられており、前記フロ
アパネルの前記車両前後方向の両端側に位置する前記交差部分における前記第１接着剤の
単位面積当たりの接着剤量は、前記フロアパネルの前記車両前後方向の中央側に位置する
前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない。
【００３１】
　フロアパネルのうちフロント側及びリア側は、フロントパネルやリアパネル、フレーム
を介してエンジンやホイールからフロアパネルへ伝達される振動の入力源となり得る。そ
うすると、フロント側及びリア側の接合部の剛性が高くなりすぎると減衰性が確保されが
たくなり得る。本構成によれば、フロアパネルのフロント側及びリア側に位置する交差部
分の第１接着剤の接着剤量を、フロントパネルの中央側に位置する交差部分の第１接着剤
の接着剤量よりも少なくすることで、効果的に振動の伝達を抑えることができ、車体強度
を確保しながら快適性を向上できる。
【００３２】
　また、好ましい態様では、前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延
びるように形成されており、前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレー
ムに交差して車幅方向に延びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数
設けられており、前記フロアパネルに対し前側及び／又は後側から外力が作用したときに
、該フロアパネルに伝わる車両前後方向の振動の振幅の腹の位置に近い前記交差部分にお
ける前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量が、前記振幅の腹の位置から遠い前記交
差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量に比べて少ない。
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【００３３】
　振動の振幅の腹において、振幅は最大となることから、振幅の腹の位置に近い交差部分
における振動伝達を抑制することが特に望ましい。本構成によれば、振幅の腹の位置に近
い交差部分ほど、第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量を少なくすることで、振動の伝
達を効果的に抑えることができる。
【００３４】
　なお、前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、スポット溶接及び／又は機械的接
合手段との併用構造としてもよい。
【００３５】
　前記第１接合部及び／又は前記第２接合部を、接着剤とスポット溶接との併用構造（ウ
ェルドボンド接合）、接着剤と機械的接合手段との併用構造、又はこれら併用構造を適宜
組み合わせることで、さらなる高剛性と高減衰性との両立が可能になる。
【００３６】
　また、この場合、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は、長尺部材であり、
前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、前記第１接着剤及び／又は前記第２接着剤
による接合に加え、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材の延出方向に間隔を隔
てて配置され、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネル部材との双方
が互いに部分的に溶接されることによって構成されている複数のスポット接合部を備えて
いることが好ましい。
【００３７】
　本構成によれば、第１接合部及び／又は第２接合部に、第１剛性部材及び／又は第２剛
性部材の延出方向に間隔を隔てて配置された複数のスポット接合部を備えたウェルドボン
ド接合を採用することによって、高剛性を確保しながら、損失係数を大幅に高めることが
可能になり、乗り心地の改善や騒音の低減が容易に実現できるようになる。
【００３８】
　そして、前記スポット接合部の間隔が、１０ｍｍ～１００ｍｍの範囲内に設定されてい
ることが好ましい。
【００３９】
　スポット接合部の間隔が狭すぎると、接合による剛性の影響が大きくなって、接着部の
振動減衰効果が妨げられる。また、スポット接合部の間隔が広すぎると、接合による剛性
の影響が小さくなって、接着部への負担が増加し、接合部全体としての剛性が低下するお
それがある。本構成によれば、スポット接合部の間隔を前述した範囲とすることで、剛性
及び減衰性を備えた接着部と、剛性に優れるスポット接合部とが、適度に補完し合う状態
となり、車体の高剛性と高減衰性とを安定して両立させることが可能になる。
【００４０】
　前記第１接合部における前記パネル部材及び前記第１剛性部材の少なくとも一方、及び
／又は、前記第２接合部における前記パネル部材及び前記第２剛性部材の少なくとも一方
は、２ｍｍより薄い厚さを有していることが望ましい。
【００４１】
　接着剤の剛性に伴って、２ｍｍより薄い側の部材の接合部が適度に撓み変形するので、
これに伴って接合部に配設される接着剤に剪断等の荷重が入力され、接着剤が変形するこ
とによって、軽量化を図りながら、減衰性の向上効果が得られる。
【００４２】
　好ましい態様では、前記車体は、前記パネル部材の前記一面の端部であり且つ前記第１
接合部が形成されていない位置にパネル接合部を介して接合された追加のパネル部材をさ
らに備え、前記パネル接合部は、前記パネル部材と前記追加のパネル部材との双方に接着
することで両者を接合させる減衰性のパネル接着剤を備えており、前記パネル接合部は、
前記第２接合部と重なり合うパネル交差部分と、該パネル交差部分に隣接し且つ該第２接
合部と重なり合わないパネル隣接部分とを備え、前記パネル隣接部分は、前記パネル部材
の前記他面側に第２剛性部材が配置されていない第１パネル隣接部分と、該前記第２剛性
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部材が配置されている第２パネル隣接部分を備えており、前記第２隣接部分における前記
第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣接部分における該第１接着剤の単
位面積当たりの接着剤量よりも少ない。
【００４３】
　パネル部材と追加のパネル部材との接合部、すなわちパネル接合部に第２接合部が重な
る部分においても、剛性が高くなりすぎる傾向がある。本構成によれば、パネル接合部に
おいても高剛性及び高減衰性を両立させて、車体強度を確保しながら快適性を向上できる
。
【００４４】
　この場合、前記パネル交差部分における前記パネル接着剤の単位面積当たりの接着剤量
は、前記第１パネル隣接部分における該パネル接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも
少ない構成としてもよい。
【００４５】
　本構成によれば、さらに高剛性及び高減衰性を両立させて、車体強度を確保しながら快
適性を向上できる。
【００４６】
　好ましくは、前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、前記
追加のパネル部材は、前記車体の前方下部に配置されたフロントパネル、及び／又は、前
記車体の後方下部に配置されたリアパネルであり、前記第２剛性部材は、前記フロアパネ
ルの下側を車両前後方向に前記フロントパネル及び／又は前記リアパネルにまで延びるよ
うに配置されたフレームである。
【００４７】
　フロントパネル及びリアパネルとフロアパネルとの接合部、すなわちパネル接合部は、
これらフロントパネル及びリアパネルや、フレームの前方又は後方から振動が伝わってき
たときに、フロアパネルへの振動の入力源となり得る。本構成によれば、パネル接合部と
第２接合部との交差部分において剛性の過度の上昇を抑制することで、振動の伝達を効果
的に抑制し、車体強度を確保しながら快適性を向上できる。
【発明の効果】
【００４８】
　以上述べたように、本発明によると、車両の車体構造において高剛性と高減衰性とが両
立できる。その結果、必要な車体強度を確保しながら、乗り心地の改善や騒音の低減が容
易に実現でき、車両の快適性が向上する。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】車体を左側方から見た概略図である。
【図２】車体を下方から見た概略図である。
【図３】クロスメンバとフロアパネルとの第１接合部を示す概略斜視図である。
【図４】フロアパネルとフレームとの第２接合部を示す概略斜視図である。
【図５】フロントパネルとフロアパネルとのパネル接合部を示す概略斜視図である。
【図６】図２の符号Ａ２で示す部分の概略拡大図、及び、剛性の高低を説明するためのグ
ラフである。
【図７】図６のＢ２－Ｂ２線における断面斜視図である。
【図８】車両下部の車体構造の振動の様子を概略的に示す側面図である。
【図９Ａ】実施例１及び比較例１，２の構成において、リアパネルからの振動入力時にお
けるフロアパネルの音響放射パワーの周波数依存性を示すグラフである。
【図９Ｂ】実施例１及び比較例１，２の構成において、フロントパネルからの振動入力時
におけるフロアパネルの音響放射パワーの周波数依存性を示すグラフである。
【図１０】実施形態２に係る構成の図６相当図である。
【図１１】図１０のＢ２－Ｂ２線における断面斜視図である。
【図１２】実施形態３に係る構成について、図２の符号Ａ１で示す部分の概略拡大図、及
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び、剛性の高低を説明するためのグラフである。
【図１３】図１２のＢ１－Ｂ１線における部分断面斜視図である。
【図１４】実施形態４に係る構成の図１１相当図である。
【図１５】図１４のＢ１－Ｂ１線における部分断面斜視図である。
【図１６】実施形態４に係る構成の図９Ａ相当図である。
【図１７】実施形態５に係る車体構造の図３相当図である。
【図１８】実施形態５に係る車体構造の図４相当図である。
【図１９】実施形態５に係る車体構造の図５相当図である。
【図２０】第１接合部全体に一様に第１接着剤を塗布した構成を有する車体構造の図６相
当図である。
【図２１】図２０のＣ－Ｃ線における断面斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。以下の好ましい実施形態の
説明は、本質的に例示に過ぎず、本発明、その適用物或いはその用途を制限することを意
図するものでは全くない。
【００５１】
　（実施形態１）
　＜車体の構造＞
　図１及び図２に、開示技術に係る車両の車体構造を適用した自動車（車両）の車体１を
示す。図１は、車体１を左側方から見た図であり、図２は、車体１を下方から見た図であ
る。
【００５２】
　なお、本明細書において、方向は車体１を基準とする。すなわち、図１に示すように、
「前後方向」及び「上下方向」は、それぞれ車両前後方向及び車両上下方向と同一の方向
とする。なお、「前側」を「フロント側」、「後側」を「リア側」と称することがある。
また、図２に示すように、「左右方向」は、車幅方向と同一の方向とし、図１の紙面の手
前側を左側、奥側を右側とする方向である。
【００５３】
　車体１の前部は、主にエンジンルームを構成し、車体１の後部は、主にトランクルーム
を構成する。乗員を収容する車室２は、車体１の前後方向における中間部分によって構成
されている。その車体１の下部の中間部分における左右には、前後方向に並行して延びる
サイドシル３，３が配設されている。これらサイドシル３，３の間における車幅方向の中
央部位には、トンネルレイン４が前後方向に延びるように配設されている。
【００５４】
　このトンネルレイン４を横切るような状態で、車幅方向に延びる複数のクロスメンバ５
（第１剛性部材）が、左右のサイドシル３，３に接合されている。そして、車体１の下部
の中間部分であって、これらクロスメンバ５の下側には、車室２の床面を覆うようにフロ
アパネル６（パネル部材）が配設されている。クロスメンバ５は、フロアパネル６に接合
されてフロアパネル６を補強する役割を有する。
【００５５】
　フロアパネル６の前端部は、車体１の前方下部に位置するフロントパネル１０（追加の
パネル部材）と接合されている。フロアパネル６の後端部は、車体１の後方下部に位置す
るリアパネル１１（追加のパネル部材）と接合されている。フロアパネル６の下側には、
左右一対のフレーム７（第２剛性部材）が接合されて、車両前後方向に延びている。そし
て、フレーム７は、フロアパネル６の前端部より前側はフロントパネル１０の下側、フロ
アパネル６の後端部より後側はリアパネル１１の下側に接合されている。フレーム７は、
フロアパネル６、フロントパネル１０、リアパネル１１に接合されてこれらを補強する役
割を有する。
【００５６】
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　上記フロアパネル６、サイドシル３、トンネルレイン４、クロスメンバ５、フレーム７
、フロントパネル１０及びリアパネル１１（以下、これらの部材を総称して「車体構成部
材」と称することがある。）が相互に接合されることにより、車室２の下部を支持する車
体構造が構成されている。
【００５７】
　＜接合部＞
　上記車体構成部材の互いの接合部分を接合部２０とする。接合部２０には、以下のとお
り、第１接合部２０ｂ、第２接合部２０ｃ、及びパネル接合部２０ａが含まれる。
【００５８】
　－第１接合部－
　図３に、クロスメンバ５とフロアパネル６との第１接合部２０ｂを示す。クロスメンバ
５は、断面ハット状の長尺部材であるクロスメンバ本体５１がフロアパネル６の上面（一
面）に第１接合部２０ｂを介して接合されることにより形成されている。クロスメンバ本
体５１は、帯板状の主壁部５１ａと、互いに対向した状態で主壁部５１ａの両側縁にその
全長にわたって連なる一対の側壁部５１ｂ，５１ｂと、各側壁部５１ｂの突端からその全
長にわたって互いに逆向きに張り出す一対のフランジ部５１ｃ，５１ｃとを有している。
【００５９】
　フランジ部５１ｃ，５１ｃの各々は、クロスメンバ本体５１の幅方向の両端に長手方向
に延びるように互いに略並行に設けられており、減衰性の第１接着剤２１によりフロアパ
ネル６の上面に接合されている。すなわち、第１接合部２０ｂは、フランジ部５１ｃ，５
１ｃとフロアパネル６と、これら双方に接着することで両者を接合させる第１接着剤２１
とにより構成されている。そうして、第１接合部２０ｂは、所定の間隔を隔てて対向する
ように並行して延びる一対の対向接合部を構成している。そして、これら一対の対向接合
部の間に、クロスメンバ本体５１の主壁部５１ａ及び一対の側壁部５１ｂ，５１ｂと、フ
ロアパネル６とにより閉断面構造が形成されている。閉断面構造が形成されることにより
、構造的に車体１の剛性が強化される。
【００６０】
　なお、クロスメンバ５の長手方向に延びるように形成された第１接合部２０ｂにおいて
、第１接着剤２１は、後述する第２隣接部分Ｒ２以外の部分では、図３に示すように、第
１接合部２０ｂの延出方向に沿って連続的に配置されている。
【００６１】
　クロスメンバ本体５１のフランジ部５１ｃは、狭い幅で細長く延びるように形成され得
る。そのため、高剛性と高減衰性とを安定して両立させるには、第１接合部２０ｂの全域
にわたって一様な接合状態にするのが好ましい。従って、第１接合部２０ｂでは、第１接
着剤２１が、第１接合部２０ｂの延出方向に実質的に途切れることなく、連なった状態で
設けられている。
【００６２】
　この構成により、第１接合部２０ｂの幅が狭い場合であっても、第１接合部２０ｂの広
い範囲にわたって一様な接着力を確保することができる。そうして、第１接合部２０ｂに
対して局所的に外力が作用した場合でも、その外力を第１接合部２０ｂの全域にわたって
円滑に分散させることができるので、車体１の剛性を高めることができる。
【００６３】
　また、図３に示すように、第１接合部２０ｂの閉断面構造の内側に臨む縁部に沿って第
１接着剤２１を設けるようにしてもよい。そうすれば、閉断面構造に捩り力等の外力が加
わった場合に、第１接合部２０ｂが口開きして、変形が進むのを抑制できるので、構造的
にも剛性を高めることができる。
【００６４】
　－第２接合部－
　図４に、フロアパネル６とフレーム７の第２接合部２０ｃを示す。フレーム７は、クロ
スメンバ５と同様に、断面ハット状の長尺部材であるフレーム本体７１をフロアパネル６
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の下面（他面）に接合して形成されている。フレーム本体７１は、帯板状のフレーム主壁
部７１ａと、互いに対向した状態でフレーム主壁部７１ａの両側縁にその全長にわたって
連なる一対のフレーム側壁部７１ｂ，７１ｂと、各フレーム側壁部７１ｂの突端からその
全長にわたって互いに逆向きに張り出す一対のフレームフランジ部７１ｃ，７１ｃとを有
している。
【００６５】
　これらフレームフランジ部７１ｃ，７１ｃの各々は、フレーム本体７１の幅方向の両端
に長手方向に延びるように互いに略並行に設けられており、減衰性の第２接着剤２２によ
ってフロアパネル６に接合されている。すなわち、第２接合部２０ｃは、フレームフラン
ジ部７１ｃ，７１ｃとフロアパネル６と、これら双方に接着することで両者を接合させる
第２接着剤２２とにより構成されている。そうして、第２接合部２０ｃは、所定の間隔を
隔てて対向するように並行して延びる一対の対向接合部を構成している。そして、これら
一対の対向接合部の間に、フレーム本体７１のフレーム主壁部７１ａ及び一対のフレーム
側壁部７１ｂ，７１ｂと、フロアパネル６とにより閉断面構造が形成されている。閉断面
構造が形成されることにより、構造的に車体１の剛性が強化される。
【００６６】
　なお、フレーム７の長手方向に延びるように形成された第２接合部２０ｃにおいて、第
２接着剤２２は、図４に示すように、第２接合部２０ｃの延出方向に沿って連続的に配置
されている。
【００６７】
　フレームフランジ部７１ｃ，７１ｃも、クロスメンバ５のフランジ部５１ｃ，５１ｃと
同様に、狭い幅で細長く延びるように形成され得る。そのため、第２接合部２０ｃにおけ
る接着力を分散させ、高剛性と高減衰性とを安定して両立させる観点から、第２接着剤２
２を第２接合部２０ｃの延出方向に実質的に途切れることなく連なった状態で設け、第２
接合部２０ｃの全域に亘って一様な接合状態にするのが好ましい。
【００６８】
　なお、第２接合部２０ｃにおいても、第１接合部２０ｂと同様に、図５に示すように、
閉断面構造の内側に臨む縁部に沿って第２接着剤２２を設けるようにしてもよい。そうす
れば、閉断面構造に捩り力等の外力が加わった場合に、第２接合部２０ｃが口開きして、
変形が進むのを抑制できるので、構造的にも剛性を高めることができる。
【００６９】
　－パネル接合部－
　図５に、フロアパネル６とフロントパネル１０とのパネル接合部２０ａを示す。車幅方
向に延びるフロアパネル６の前端部は、車幅方向に延びるフロントパネル１０の後端部と
、所定幅で上下に重なり合った状態で継ぎ合わされている。その車幅方向に延びるように
帯状に継ぎ合わされた部分を接合することにより、パネル接合部２０ａが構成されている
。
【００７０】
　パネル接合部２０ａを構成しているフロアパネル６の前端部の接合面と、フロントパネ
ル１０の後端部の接合面との間には、パネル接着剤２３が介在しており、このパネル接着
剤２３が、フロアパネル６及びフロントパネル１０の双方の接合面に接着することによっ
て、パネル接合部２０ａが形成されている。
【００７１】
　パネル接合部２０ａにおいても、第１接合部２０ｂ及び第２接合部２０ｃと同様に、図
５に示すように、パネル接合部２０ａの縁部に沿ってパネル接着剤２３が設けられている
ようにするとよい。この場合も、第１接合部２０ｂや第２接合部２０ｃにおいて形成され
る閉断面構造の場合と同様に、構造的に剛性を高めることができる。
【００７２】
　なお、フロアパネル６とリアパネル１１のパネル接合部２０ａの構成は、上記フロアパ
ネル６とフロントパネル１０のパネル接合部２０ａの構成と同じであるため、その説明は
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省略する。
【００７３】
　－接着剤－
　接合部２０は、車体強度を確保する必要性から、高い剛性が求められるため、例えば貯
蔵弾性率が１５００ＭＰａを超えるような高剛性の物性を有する接着剤を用いることが一
般的となっている。一方、一般に剛性が高いほど振動は伝わり易くなるため、自動車の走
行時等に発生する振動の伝達を抑制して快適な乗り心地を実現する観点から、車体１、特
に、乗員が収容される車室２を構成する部分の接合部２０は、高い剛性を確保しつつ、振
動を減衰できる減衰性を有する接着剤を用いることが望ましい。
【００７４】
　しかしながら、一般的に採用される貯蔵弾性率が１５００ＭＰａを超える接着剤の損失
係数は、概ね０．０５程度であることから、車体１の振動に対して求める減衰効果は得ら
れない。
【００７５】
　この点、本願発明者らは、ＣＡＥ解析により、接着剤の貯蔵弾性率を、従来の２０００
ＭＰａ程度から１００ＭＰａに下げた場合でも、車体１を構成する部材の接合部２０の剛
性の低下は２０％程度に止まることを見出した。また、５００ＭＰａより貯蔵弾性率が高
ければ、接合部２０の剛性にほとんど差が無くなることも見出した。
【００７６】
　貯蔵弾性率を下げることができれば、損失係数を高めることができる。例えば、貯蔵弾
性率を５００ＭＰａとすれば、損失係数を０．４以上にすることも可能である。従って、
高減衰性が実現できる。
【００７７】
　かかる知見に基づき、車体１の接合部２０には、第１接着剤２１、第２接着剤２２、及
びパネル接着剤２３として、特有の物性を有する減衰性の接着剤が用いられている。具体
的には、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０Ｈｚである条件下において、貯蔵弾性率
が１００ＭＰａから８００ＭＰａの範囲内、かつ、損失係数が０．２以上の特性を有する
接着剤が用いられている。
【００７８】
　ここで、２０℃は常温に対応した温度であり、接着剤の物性を特定するうえで、標準的
な温度条件を表している。６０Ｈｚの周波数の加振力は、乗員に不快感を与え易い振動に
対応したものであり、この条件下において高減衰性を実現することで、自動車の快適性（
ＮＶＨ）の向上が可能になる。
【００７９】
　接合部２０に、上述の物性を有する接着剤を用いることで、車体１において高剛性と高
減衰性を両立することが可能になり、延いては車体強度を確保しながら、乗り心地の改善
や騒音の低減が実現できる。
【００８０】
　なお、貯蔵弾性率は、高剛性且つ高減衰性の接合部２０を得る観点から、３００ＭＰａ
～７００ＭＰａの範囲内が好ましく、４５０ＭＰａ～６００ＭＰａの範囲がより好ましく
、更には、５００ＭＰａより大きく６００ＭＰａ以下の範囲内がよりいっそう好ましい。
【００８１】
　そして、損失係数も、０．２以上よりも０，３以上が好ましく、０．４以上がより好ま
しい。損失係数が高いほど、振動の減衰効果が高まるので、快適性を更に向上できる。
【００８２】
　－その他の構成－
　図３～図５に示すように、接合部２０の縁部から接着剤の一部がはみ出すように構成し
てもよい。そうすれば、接着剤を接合部２０に塗布する際に、塗布量や塗布位置に多少の
ばらつきが発生しても、接合部２０の縁部に沿って接着部を安定して設けることができる
ので、口開きを、より高精度に抑制することができる。
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【００８３】
　また、接合部２０を構成する車体構成部材のうち少なくとも一方は、２ｍｍより薄い厚
さを有するように構成することができる。具体的には例えば、第１接合部２０ｂにおける
フロアパネル６及びクロスメンバ５の少なくとも一方、第２接合部２０ｃにおけるフロア
パネル６及びフレーム７の少なくとも一方、パネル接合部２０ａにおけるフロアパネル６
及びフロントパネル１０（又はリアパネル１１）の少なくとも一方は、２ｍｍより薄い厚
さを有するように構成することができる。
【００８４】
　接合部２０を構成している車体構成部材の双方の厚みが２．０ｍｍ以上になると、接合
部２０に捩り等の外力を作用させた場合に、その車体構成部材の剛性が接着剤の剛性に対
して過剰になる。その結果、接着剤の剛性に伴って車体構成部材が適度に撓み変形し難く
なり、前述した減衰性の向上効果が得られない。
【００８５】
　対して、接合部２０を構成している双方の車体構成部材のうち、少なくとも一方の厚み
が２ｍｍより薄い場合には、接着剤の剛性に伴って車体構成部材のうち、少なくとも厚み
が２ｍｍより薄い側の車体構成部材が適度に撓み変形するので、これに伴って接合部２０
に配設される接着剤に剪断等の荷重が入力され、前述した減衰性の向上効果が得られる。
車体構成部材の厚みが薄いほど、減衰性の向上率増大が期待でき、部材コストや車体重量
の低減の観点からも有利である。
【００８６】
　サイドシル３とフロアパネル６との連結部位、トンネルレイン４とフロアパネル６との
連結部位等も、これらと同様にして減衰性の接着剤により接合されている。
【００８７】
　＜交差部分＞
　図２に示すように、フレーム７はフロアパネル６の下側を車両前後方向に延びるように
形成されるとともに、クロスメンバ５は、フロアパネル６の上側にフレーム７に交差して
車幅方向に延びるように形成されている。
【００８８】
　図２の符号Ａ２で示した部分は、クロスメンバ５、フロアパネル６及びフレーム７が上
下方向に重なる構成となっている部分である。符号Ａ２で示した部分の概略的な拡大図を
図６に示す。なお、図６の下部には、接合部２０における車両前後方向の剛性の高低を模
式的に示すグラフを示している。また、図７は、図６のＢ２－Ｂ２線における断面斜視図
である。
【００８９】
　図６、図７に示すように、クロスメンバ５、フロアパネル６及びフレーム７が上下方向
に重なっている部分は、クロスメンバ本体５１のフランジ部５１ｃ，５１ｃと、フロアパ
ネル６と、フレーム本体７１のフレームフランジ部７１ｃ，７１ｃとが上下方向に積層さ
れてなる積層部分Ｑを構成している。積層部分Ｑは、言い換えると、第１接合部２０ｂと
第２接合部２０ｃとが重なり合う部分である。
【００９０】
　第１接合部２０ｂは、第２接合部２０ｃと重なり合って上記積層部分Ｑを構成する交差
部分Ｑ１と、この交差部分Ｑ１に隣接し且つ第２接合部２０ｃと重なり合わない隣接部分
としての第１隣接部分Ｒ１及び第２隣接部分Ｒ２（以下、第１隣接部分Ｒ１及び第２隣接
部分Ｒ２を「隣接部分Ｒ１，Ｒ２」と称することがある。）とを備えている。
【００９１】
　なお、第１隣接部分Ｒ１は、フロアパネル６の下面側にフレーム７が配置されていない
部分である。また、第２隣接部分Ｒ２は、フロアパネル６の下面側にフレーム７のフレー
ム主壁部７１ａ及び一対のフレーム側壁部７１ｂ，７１ｂが配置されている部分であり、
これらフレーム主壁部７１ａ及び一対のフレーム側壁部７１ｂ，７１ｂとともに上述の閉
断面構造を形成している部分に位置する第１接合部２０ｂということができる。
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【００９２】
　ここに、本開示技術は、図６及び図７に示すように、第２隣接部分Ｒ２における第１接
着剤２１の単位面積当たりの接着剤量が、第１隣接部分Ｒ１における第１接着剤２１の単
位面積当たりの接着剤量よりも少ないことを特徴とする。以下、その作用効果について説
明する。
【００９３】
　図２０及び図２１は、第２隣接部分Ｒ２も含めて第１接合部２０ｂの全域に第１接着剤
２１を配置した場合の様子を示している。すなわち、図７における第２隣接部分Ｒ２にも
第１隣接部分Ｒ１と同様に、第１接着剤２１を連続的に一様に配置した構成である。
【００９４】
　第２隣接部分Ｒ２に位置するフロアパネル６はフレーム７と閉断面構造を形成している
から、例えばフレーム７を伝わる振動の影響を大きく受ける。従って、このように、第１
接合部２０ｂの全域に亘って一様に第１接着剤２１を配置すると、図２０の下部に示すよ
うに、車両前後方向の剛性が第２隣接部分Ｒ２において過度に高まる傾向が生じる。第２
隣接部分Ｒ２における剛性が上昇しすぎると、当該第２隣接部分Ｒ２における減衰性が低
下し、車両前後方向で考えると、例えばフレーム７からフロアパネル６への振動伝達が、
かえって促進され、特定周波数帯における振動減衰性が低減され得る。
【００９５】
　これに対し、図６及び図７に示すように、本開示技術によれば、第２隣接部分Ｒ２の第
１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量を、第１隣接部分Ｒ１に比べて少なくすること
で、第２隣接部分Ｒ２におけるフランジ部５１ｃとフロアパネル６との接着力を低下させ
ることができる。そうすると、第２隣接部分Ｒ２における剛性が低下し、車両前後方向の
フレーム７に沿った剛性の変動が抑制される。そうして、車両前後方向のフレーム７に沿
った剛性の連続性を維持することができ、特定周波数帯における振動減衰性の低下を抑制
し、フレーム７からフロアパネル６、また同様にクロスメンバ５からフロアパネル６への
振動伝達を抑制することができる。その結果、高剛性且つ高減衰性の接合部をもたらすこ
とができ、車体強度を確保しながら快適性を向上できる。
【００９６】
　なお、第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量について、第２隣接部分Ｒ２の接着
剤量は、第１隣接部分Ｒ１の接着剤量の好ましくは５０％以下、より好ましくは４０％以
下、さらに好ましくは３０％以下とすることができる。また、特に好ましい態様では、後
述するように、第２隣接部分Ｒ２の接着剤量をゼロとしてもよい。
【００９７】
　本明細書において、「単位面積当たりの接着剤量」とは、例えば第２隣接部分Ｒ２の任
意の個所における単位面積当たりの接着剤量をいうとともに、例えば、図６，図７で示す
２つの第２隣接部分Ｒ２のうちの１つにおける第２隣接部分Ｒ２全体における単位面積当
たりの接着剤量の平均値をも含むものとする。具体的には、例えば、１つの第２隣接部分
Ｒ２において、接着剤を一様に塗布した場合だけでなく、例えばドット状等のように接着
剤を塗布して、局所的には単位面積当たりの接着剤量が多い個所と少ない個所が存在する
が、１つの第２隣接部分Ｒ２全体の平均値として、上述の接着剤量の範囲を満たしている
場合を含む。なお、第１隣接部分Ｒ１における単位面積当たりの接着剤量について、平均
値をいうときは、第１隣接部分Ｒ１に隣接する個所の交差部分Ｑ１の面積と同等の面積を
有する部分の単位面積当たりの接着剤量の平均値についていうものとする。
【００９８】
　また、１台の車体１内に複数の第２隣接部分Ｒ２が形成され得るが、その複数の第２隣
接部分Ｒ２全てにおける接着剤量は同一でなくてもよく、第２隣接部分Ｒ２の位置によっ
て、接着剤量を適宜増減させることができる。
【００９９】
　具体的には、図２に示すように、クロスメンバ５は、車両前後方向に離間して複数（本
実施形態では２個）設けられており、第２隣接部分Ｒ２も複数個所に構成される。
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【０１００】
　図８は、フロントパネル１０及びリアパネル１１に外力が作用したときのフロアパネル
６及びクロスメンバ５の振動の様子を模式的に示した図である。なお、簡単のためフレー
ム７は図示していない。
【０１０１】
　図８において、破線は、外力が作用する前の構成を示し、実線は、フロント側及びリア
側から外力が作用したときの構成を示す。図８中符号Ｓ１及びＳ２の白抜き矢印で示すよ
うに、フロントパネル１０及びリアパネル１１に例えば下側から外力が作用した場合、フ
ロントパネル１０及びリアパネル１１から伝わる前後方向の振動は符号Ｈ１及びＨ２の黒
矢印で示す位置のパネル接合部２０ａを入口としてフロアパネル６に入力されてフロアパ
ネル６に伝わり、符号Ｔ１及びＴ３の黒矢印で示す位置において振幅の腹となり得る。す
なわち、符号Ｔ２で示す黒矢印の位置に比べて、符号Ｔ１及びＴ３の黒矢印で示す位置に
おいて、フロアパネル６の振幅が大きくなり得る。
【０１０２】
　そうすると、振幅の腹の位置に近い第２隣接部分Ｒ２における第１接着剤２１の単位面
積当たりの接着剤量を、振幅の腹の位置から遠い他の第２隣接部分Ｒ２における第１接着
剤２１の単位面積当たりの接着剤量よりも少なくすることが、振動の伝達を抑える観点で
効果的である。具体的には例えば、図８中符号Ｔ３で示す位置に近いクロスメンバ５の第
１接合部２０ｂに形成される第２隣接部分Ｒ２の第１接着剤２１の単位面積当たりの接着
剤量を、符号Ｔ２で示す位置に近いクロスメンバ５の第１接合部２０ｂに形成される第２
隣接部分Ｒ２の第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量よりも少なくすることが望ま
しい。
【０１０３】
　また、フロアパネル６のうちフロント側及びリア側は、フロントパネル１０やリアパネ
ル１１、フレーム７を介して図外のエンジンやサスペンション等からフロアパネル６へ伝
達される振動の入力源となり得る。そうすると、フロント側及びリア側に位置する接合部
２０の剛性が高くなりすぎると減衰性が確保されがたくなり得る。
【０１０４】
　従って、フロアパネル６の車両前後方向の両端側、すなわちフロント側及びリア側に位
置する第２隣接部分Ｒ２における第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量は、フロア
パネル６の中央側に位置する第２隣接部分Ｒ２の第１接着剤２１の単位面積当たりの接着
剤量よりも少なくなるように設定されていてもよい。これにより、効果的に振動の伝達を
抑えることができ、車体強度を確保しながら快適性を向上できる。
【０１０５】
　なお、剛性の連続性を確保し、高剛性及び高減衰性を両立させる観点から、特に図７に
示すように、第１接着剤２１を第２隣接部分Ｒ２に全く配置しない構成とすることが好ま
しい。
【０１０６】
　図９Ａ及び図９Ｂは、図２に示す構成において、フロアパネル６に伝わる振動について
、ＣＡＥ解析を用いて周波数に対するフロア音響放射パワーを算出した結果である。なお
、図９Ａ及び図９Ｂは、それぞれリアパネル１１及びフロントパネル１０からの振動入力
を仮定した場合の結果である。
【０１０７】
　図９Ａ及び図９Ｂ中、一点鎖線で示す比較例１は、第１接合部２０ｂ及び第２接合部２
０ｃにおいて、第１接着剤２１及び第２接着剤２２を配置しない場合、破線で示す比較例
２は、図２０及び図２１に示すように、第１接合部２０ｂ及び第２接合部２０ｃの全域に
第１接着剤２１及び第２接着剤２２を一様に配置した場合、実線で示す実施例１は、図６
及び図７に示すように、全ての第２隣接部分Ｒ２の第１接着剤２１の接着剤量をゼロとし
た場合の結果である。
【０１０８】
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　図９Ａに示すように、リアパネル１１からの振動入力を仮定した場合、周波数帯２５０
Ｈｚ近傍では、比較例１から比較例２において、フロア音響放射パワーが大幅に低下し、
フロアパネル６に伝達する振動が低減されていることが判る。これに対し周波数帯３００
Ｈｚ近傍では、比較例１に比べて比較例２において、フロア音響放射パワーが増加し、フ
ロアパネル６に伝達する振動が増加していることが判る。そして、実施例１では、比較例
２と比べて周波数帯３００Ｈｚ近傍のフロア音響放射パワーの増加が抑制されていること
が判る。
【０１０９】
　また、図９Ｂに示すように、フロントパネル１０からの振動入力を仮定した場合におい
ても、実施例１では、周波数帯２９０Ｈｚ近傍で、比較例２に比べてフロア音響放射パワ
ーの低下が見られ、振動伝達が抑制されていることが判る。
【０１１０】
　このように、第１接着剤２１を第２隣接部分Ｒ２に全く配置しない構成とすることで、
接合部２０における減衰性を確保し、フロアパネル６への振動伝達を抑制することができ
る。
【０１１１】
　（実施形態２）
　以下、本発明に係る他の実施形態について詳述する。なお、これらの実施形態の説明に
おいて、実施形態１と同じ部分については同じ符号を付して詳細な説明を省略する。
【０１１２】
　実施形態１では、第１接着剤２１の接着剤量について、第２隣接部分Ｒ２の接着剤量を
第１隣接部分Ｒ１の接着剤量よりも少なくする構成であったが、交差部分Ｑ１の接着剤量
も第１隣接部分Ｒ１の接着剤量よりも少なくする構成としてもよい。
【０１１３】
　具体的には、図１０及び図１１に示すように、第２隣接部分Ｒ２に加え、交差部分Ｑ１
においても接着剤量を少なくする構成である。
【０１１４】
　積層部分Ｑに位置する第２接合部２０ｃの部分には、第２接着剤２２が配置されている
ところ、積層部分Ｑの交差部分Ｑ１の第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量も、第
１隣接部分Ｒ１に比べて少なくすることで、交差部分Ｑ１におけるフランジ部５１ｃとフ
ロアパネル６との接着力を低下させることができる。そうすると、交差部分Ｑ１における
剛性が低下し、車両前後方向のフレーム７に沿った剛性の変動がさらに抑制される。そう
して、車両前後方向のフレーム７に沿った剛性の連続性を維持することができ、特定周波
数帯における振動減衰性の低下を抑制し、フレーム７からフロアパネル６、また同様にク
ロスメンバ５からフロアパネル６への振動伝達を抑制することができる。その結果、高剛
性且つ高減衰性の接合部をもたらすことができ、車体強度を確保しながら快適性を向上で
きる。
【０１１５】
　なお、第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量について、交差部分Ｑ１の接着剤量
は、第２隣接部分Ｒ２における接着剤量の考え方に基づいて、第１隣接部分Ｒ１の接着剤
量の好ましくは５０％以下、より好ましくは４０％以下、さらに好ましくは３０％以下と
することができる。また、特に好ましい態様では、交差部分Ｑ１の接着剤量をゼロとして
もよい。
【０１１６】
　また、１台の車体１内に複数の交差部分Ｑ１が形成され得るが、その複数の交差部分Ｑ
１全てにおける接着剤量は同一でなくてもよく、交差部分Ｑ１の位置によって、接着剤量
を適宜増減させることができる。
【０１１７】
　具体的には、図８に示すように、上述のごとく、振幅の腹の位置に近い交差部分Ｑ１に
おける第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量を、振幅の腹の位置から遠い他の交差
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部分Ｑ１における第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量よりも少なくすることが、
振動の伝達を抑える観点で効果的である。
【０１１８】
　また、フロアパネル６のうちフロント側及びリア側は、フロントパネル１０やリアパネ
ル１１、フレーム７を介して図外のエンジンやホイール等からフロアパネル６へ伝達され
る振動の入力源となり得る。そうすると、フロント側及びリア側に位置する接合部２０の
剛性が高くなりすぎると減衰性が確保されがたくなり得る。
【０１１９】
　また、フロアパネル６のフロント側及びリア側に位置する交差部分Ｑ１における第１接
着剤２１の単位面積当たりの接着剤量が、フロアパネル６の中央側に位置する交差部分Ｑ
１の第１接着剤２１の単位面積当たりの接着剤量よりも少なくなるように設定されていて
もよい。これにより、効果的に振動の伝達を抑えることができ、車体強度を確保しながら
快適性を向上できる。
【０１２０】
　（実施形態３）
　図２に示すように、フレーム７はフロアパネル６の下側からフロントパネル１０及びリ
アパネル１１の下側にまで前後方向に延びているところ、例えば図２中符号Ａ１で示すよ
うに、パネル接合部２０ａにおいても第２接合部２０ｃと重なる部分が形成され得る。
【０１２１】
　図１２に、図２中符号Ａ１で示す部分の拡大図を示す。また、図１３に図１２のＢ１－
Ｂ１線における断面斜視図を示す。図１２及び図１３に示すように、パネル接合部２０ａ
と第２接合部２０ｃとが重なる部分をパネル積層部分Ｋとする。
【０１２２】
　パネル接合部２０ａは、第２接合部２０ｃと重なり合って上記パネル積層部分Ｋを構成
するパネル交差部分Ｋ１と、このパネル交差部分Ｋ１に隣接し且つ第２接合部２０ｃと重
なり合わないパネル隣接部分としての第１パネル隣接部分Ｍ１及び第２パネル隣接部分Ｍ
２とを備えている。
【０１２３】
　なお、第１パネル隣接部分Ｍ１は、フロアパネル６の下面側にフレーム７が配置されて
いない部分である。また、第２パネル隣接部分Ｍ２は、フロアパネル６の下面側にフレー
ム７のフレーム主壁部７１ａ及び一対のフレーム側壁部７１ｂ，７１ｂが配置されている
部分であり、これらフレーム主壁部７１ａ及び一対のフレーム側壁部７１ｂ，７１ｂとと
もに上述の閉断面構造を形成している部分に位置するパネル接合部２０ａということがで
きる。
【０１２４】
　図８に示すように、フロントパネル１０及びリアパネル１１に例えば下側から外力が作
用した場合、上述のごとく、フロントパネル１０及びリアパネル１１から伝わる前後方向
の振動は符号Ｈ１及びＨ２の黒矢印で示す位置のパネル接合部２０ａを入口としてフロア
パネル６に入力される。
【０１２５】
　従って、パネル接合部２０ａにおける振動を減衰させることも、フロアパネル６へ伝わ
る振動を低減させる上で効果的である。この点から、第２隣接部分Ｒ２と同様に、第２パ
ネル隣接部分Ｍ２におけるパネル接着剤２３の単位面積当たりの接着剤量を、第１パネル
隣接部分Ｍ１におけるパネル接着剤２３の単位面積当たりの接着剤量よりも少なくなるよ
うにしてもよい。
【０１２６】
　これにより、第２パネル隣接部分Ｍ２において剛性の過度の上昇を抑制することができ
る。そうして、フロアパネル６に伝わる振動の伝達を効果的に抑制し、車体強度を確保し
ながら快適性を向上できる。
【０１２７】
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　なお、パネル接着剤２３の単位面積当たりの接着剤量について、第２パネル隣接部分Ｍ
２の接着剤量は、第２隣接部分Ｒ２の接着剤量と同様の考え方に基づいて、第１パネル隣
接部分Ｍ１の接着剤量の好ましくは５０％以下、より好ましくは４０％以下、さらに好ま
しくは３０％以下とすることができる。また、特に好ましい態様では、第２パネル隣接部
分Ｍ２の接着剤量をゼロとしてもよい。
【０１２８】
　また、１台の車体１内に複数の第２パネル隣接部分Ｍ２が形成され得るが、その複数の
第２パネル隣接部分Ｍ２全てにおける接着剤量は同一でなくてもよく、第２パネル隣接部
分Ｍ２の位置によって、接着剤量を適宜増減させることができる。
【０１２９】
　（実施形態４）
　実施形態３の構成において、パネル接着剤２３の単位面積当たりの接着剤量について、
さらにパネル交差部分Ｋ１の接着剤量を第１パネル隣接部分Ｍ１の接着剤量と比べて少な
くする構成としてもよい。
【０１３０】
　具体的には、図１４及び図１５に示すように、第２パネル隣接部分Ｍ２に加え、パネル
交差部分Ｋ１においても接着剤量を少なくする構成である。
【０１３１】
　パネル積層部分Ｋに位置する第２接合部２０ｃの部分には、第２接着剤２２が配置され
ているところ、パネル積層部分Ｋのパネル交差部分Ｋ１のパネル接着剤２３の単位面積当
たりの接着剤量も、第１パネル隣接部分Ｍ１に比べて少なくすることで、パネル交差部分
Ｋ１におけるフロントパネル１０とフロアパネル６との接着力を低下させることができる
。そうすると、パネル交差部分Ｋ１における剛性が低下し、車両前後方向のフレーム７に
沿った剛性の変動がさらに抑制される。そうして、車両前後方向のフレーム７に沿った剛
性の連続性を維持することができ、特定周波数帯における振動減衰性の低下を抑制し、フ
ロアパネル６への振動の入口における振動伝達を抑え、フレーム７からフロアパネル６へ
の振動伝達を抑制することができる。その結果、高剛性且つ高減衰性の接合部をもたらす
ことができ、車体強度を確保しながら快適性を向上できる。
【０１３２】
　なお、パネル接着剤２３の単位面積当たりの接着剤量について、パネル交差部分Ｋ１の
接着剤量は、第２隣接部分Ｒ２における接着剤量の考え方に基づいて、第１パネル隣接部
分Ｍ１の接着剤量の好ましくは５０％以下、より好ましくは４０％以下、さらに好ましく
は３０％以下とすることができる。また、特に好ましい態様では、パネル交差部分Ｋ１の
接着剤量をゼロとしてもよい。
【０１３３】
　また、１台の車体１内に複数のパネル交差部分Ｋ１が形成され得るが、その複数のパネ
ル交差部分Ｋ１全てにおける接着剤量は同一でなくてもよく、パネル交差部分Ｋ１の位置
によって、接着剤量を適宜増減させることができる。
【０１３４】
　なお、図１６に示す実施例２は、図２に示す全ての第２パネル隣接部分Ｍ２、パネル交
差部分Ｋ１、第２隣接部分Ｒ２及び交差部分Ｑ１において、パネル接着剤２３及び第１接
着剤２１の単位面積当たりの接着剤量をゼロとした構成における図９Ａ相当図である。な
お、比較例１及び比較例２は、図９Ａのものと同一である。
【０１３５】
　図１６に示すように、実施例２の構成では、周波数帯３００Ｈ付近で比較例１よりもフ
ロア音響放射パワーが低い値となっていることが判る。また、周波数帯３１５Ｈｚ付近で
、比較例１，２に比べ、フロア音響放射パワーが大幅に低下していることが判る。なお、
周波数帯２６０Ｈｚ付近では、比較例２に比べ少し上昇が見られるが、依然として比較例
１より低下が見られる。なお、周波数帯２６０Ｈｚ付近では、図９Ａの実施例１の方が実
施例２よりも低く、比較例２と同程度の値が得られている。
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【０１３６】
　このように、第１接着剤２１及びパネル接着剤２３を第２隣接部分Ｒ２、交差部分Ｑ１
、第２パネル隣接部分Ｍ２及びパネル交差部分Ｋ１に全く配置しない構成とすることで、
接合部２０における高減衰性を確保し、フロアパネル６への振動伝達を抑制することがで
きる。
【０１３７】
　（実施形態５）
　上記実施形態では、第１接合部２０ｂ、第２接合部２０ｃ及びパネル接合部２０ａにお
ける車体構成部材は、接着剤により互いに接合されている構成であったが、これらを含む
接合部２０は、接着剤による接合と、スポット溶接及び／又は機械的接合手段との併用構
造としてもよい。
【０１３８】
　具体的には例えば、図１７に示すように、第１接合部２０ｂは、クロスメンバ５のフラ
ンジ部５１ｃ，５１ｃの延出方向に間隔を隔てて配置され、クロスメンバ５のフランジ部
５１ｃ，５１ｃとフロアパネル６との双方が互いに部分的に溶接されることによって構成
されている複数のスポット接合部２７を備えていてもよい。また、図１８及び図１９に示
すように、第１接合部２０ｂと同様に、第２接合部２０ｃやパネル接合部２０ａにおいて
も、上述のような複数のスポット接合部２７を備える構成としてもよい。
【０１３９】
　接着剤とスポット接合部２７との併用構造は、いわゆるウェルドボンド接合である。接
合部２０にこのようなウェルドボンド接合を採用することによって、高剛性を確保しなが
ら、損失係数を大幅に高めることが可能になり、乗り心地の改善や騒音の低減が容易に実
現できるようになる。
【０１４０】
　ウェルドボンド接合における部分的な接合構造であるスポット接合部２７は、上述のよ
うに溶接（すなわち、スポット溶接）により形成されていてもよいし、スポット溶接に限
らず、点状の接合構造であれば、例えば、ＳＰＲ（セルフピアシングリベット）等の機械
的接合手段であってもよい。また、接合部２０は、車体１内の配置、必要な剛性、減衰性
等を考慮し、接着剤のみの構成、接着剤とスポット溶接の併用構造及び、接着剤と機械的
接合手段の併用構造を適宜組み合わせて構成してもよい。
【０１４１】
　また、車体１の高剛性と高減衰性とを安定して両立させるには、図１７～図１９に示す
ように、スポット接合部２７の間隔Ｐは、１０ｍｍ～１００ｍｍの範囲内に設定するのが
好ましく、１５ｍｍ～７０ｍｍの範囲内に設定するのがより好ましく、２５ｍｍ～５０ｍ
ｍの範囲内に設定するのがよりいっそう好ましい。
【０１４２】
　スポット接合部２７の間隔Ｐが狭すぎると、接合による剛性の影響が大きくなって、接
着剤とスポット接合部２７とよりなる接着部の振動減衰効果が妨げられる。また、スポッ
ト接合部２７の間隔Ｐが広すぎると、接合による剛性の影響が小さくなって、接着部への
負担が増加し、接合部２０全体としての剛性が低下するおそれがある。
【０１４３】
　一方、スポット接合部２７の間隔Ｐを前述した範囲とすることで、剛性及び減衰性を備
えた接着剤と、剛性に優れるスポット接合部２７とが、適度に補完し合う状態となり、車
体１の高剛性と高減衰性とを安定して両立させることが可能になる。
【０１４４】
　（その他の実施形態）
　なお、開示する技術は、上述した実施形態に限定されず、それ以外の種々の構成をも包
含する。
【０１４５】
　例えば、接着剤は、必ずしも接合部２０の縁部に沿って設けなくてもよい。美観の確保
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等の観点から、接着剤が接合部２０の縁部からはみ出すのが好ましくない場合には、接着
剤を、接合の縁部から奥方に位置するように設けることができる。また、本開示技術は、
クロスメンバ５、フロアパネル６、フレーム７、フロントパネル１０及びリアパネル１１
等の車体構成部材の接合部に限らず、車体を構成するその他の接合部にも適用可能である
。
【産業上の利用可能性】
【０１４６】
　本発明は、車両の車体構造の分野において、極めて有用である。
【符号の説明】
【０１４７】
１　車体
２　車室
３　サイドシル
４　トンネルレイン
５　クロスメンバ（第１剛性部材）
６　フロアパネル（パネル部材）
７　フレーム（第２剛性部材）
１０　フロントパネル
１１　リアパネル
２０ａ　パネル接合部
２０ｂ　第１接合部
２０ｃ　第２接合部
２１　第１接着剤
２２　第２接着剤
２３　パネル接着剤
２７　スポット接合部
５１　クロスメンバ本体
５１ｂ　側壁部
５１ｃ　フランジ部
７１　フレーム本体
７１ａ　フレーム主壁部
７１ｂ　フレーム側壁部
７１ｃ　フレームフランジ部
Ｋ　パネル積層部分
Ｋ１　パネル交差部分
Ｍ１　第１パネル隣接部分（パネル隣接部分）
Ｍ２　第２パネル隣接部分（パネル隣接部分）
Ｑ　積層部分
Ｑ１　交差部分
Ｒ１　第１隣接部分（隣接部分）
Ｒ２　第２隣接部分（隣接部分）
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【図１７】 【図１８】
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【図２１】

【手続補正書】
【提出日】平成30年12月20日(2018.12.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　また、この場合、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は、長尺部材であり、
前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、前記第１接着剤及び／又は前記第２接着剤
による接合に加え、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材の延出方向に間隔を隔
てて配置され、前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネル部材との双方
が互いに部分的に溶接されることによって構成されている複数のスポット接合部を備えて
いてもよい。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
　そして、前記スポット接合部の間隔が、１０ｍｍ～１００ｍｍの範囲内に設定されてい
るようにしてもよい。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　前記第１接合部における前記パネル部材及び前記第１剛性部材の少なくとも一方、及び
／又は、前記第２接合部における前記パネル部材及び前記第２剛性部材の少なくとも一方
は、２ｍｍより薄い厚さを有していてもよい。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４２】
　また、前記車体は、前記パネル部材の前記一面の端部であり且つ前記第１接合部が形成
されていない位置にパネル接合部を介して接合された追加のパネル部材をさらに備え、前
記パネル接合部は、前記パネル部材と前記追加のパネル部材との双方に接着することで両
者を接合させる減衰性のパネル接着剤を備えており、前記パネル接合部は、前記第２接合
部と重なり合うパネル交差部分と、該パネル交差部分に隣接し且つ該第２接合部と重なり
合わないパネル隣接部分とを備え、前記パネル隣接部分は、前記パネル部材の前記他面側
に第２剛性部材が配置されていない第１パネル隣接部分と、該前記第２剛性部材が配置さ
れている第２パネル隣接部分を備えており、前記第２隣接部分における前記第１接着剤の
単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣接部分における該第１接着剤の単位面積当たり
の接着剤量よりも少ないようにしてもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　また、前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、前記追加の
パネル部材は、前記車体の前方下部に配置されたフロントパネル、及び／又は、前記車体
の後方下部に配置されたリアパネルであり、前記第２剛性部材は、前記フロアパネルの下
側を車両前後方向に前記フロントパネル及び／又は前記リアパネルにまで延びるように配
置されたフレームであるようにしてもよい。
【手続補正６】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車体を構成するパネル部材と、
　前記パネル部材の一面に第１接合部を介して接合された第１剛性部材と、
　前記パネル部材の他面に第２接合部を介して接合された第２剛性部材とを備え、
　前記第１接合部は、前記第１剛性部材と前記パネル部材との双方に接着することで両者
を接合させる減衰性の第１接着剤を備えており、
　前記第２接合部は、前記第２剛性部材と前記パネル部材との双方に接着することで両者
を接合させる減衰性の第２接着剤を備えており、
　前記第１接合部は、前記第２接合部と重なり合う交差部分と、該交差部分に隣接し且つ
該第２接合部と重なり合わない隣接部分とを備え、
　前記隣接部分は、前記パネル部材の前記他面側に第２剛性部材が配置されていない第１
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隣接部分と、該第２剛性部材が配置されている第２隣接部分を備えており、
　前記第２隣接部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣
接部分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項２】
　請求項１に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０Ｈｚで
ある条件下において、貯蔵弾性率が１００ＭＰａから８００ＭＰａの範囲内、かつ、損失
係数が０．２以上の特性を有していることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項３】
　請求項２に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤及び前記第２接着剤は、２０℃の温度で、加振力の周波数が６０Ｈｚで
ある条件下において、貯蔵弾性率が５００ＭＰａより大きく６００ＭＰａ以下の範囲内、
かつ、損失係数が０．３以上の特性を有していることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記第１剛性部材は、長尺部材であり、
　前記第１接合部は、前記第１剛性部材の長手方向に延びるように形成されており、
　前記第１接着剤は、前記第２隣接部分以外の部分では、前記第１接合部の延出方向に沿
って連続的に配置されていることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記第１隣接部
分における該第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少ない
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項６】
　請求項５に記載の車両の車体構造において、
　前記第１接着剤は、前記交差部分及び前記第２隣接部分以外の部分では、前記第１接合
部の延出方向に沿って連続的に配置されている
ことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項７】
　請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の車両の車体構造において、
　前記第２剛性部材は、長尺部材であり、
　前記第２接合部は、前記第２剛性部材の長手方向に延びるように形成されており、
　前記第２接着剤は、前記第２接合部の延出方向に沿って連続的に配置されていることを
特徴とする、車両の車体構造。
【請求項８】
　請求項１～請求項７のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
　前記第１接合部及び／又は前記第２接合部は、所定の間隔を隔てて対向するように配置
された一対の対向接合部を含み、
　前記一対の対向接合部の間に閉断面構造が形成されていることを特徴とする、車両の車
体構造。
【請求項９】
　請求項８に記載の車両の車体構造であって、
　前記閉断面構造の内側に臨む前記対向接合部の縁部に沿って前記第１接着剤及び／又は
前記第２接着剤が設けられていることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１０】
　請求項８又は請求項９に記載の車両の車体構造において、
　前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材は断面ハット状の長尺部材であり、
　前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材はそれぞれ前記第１剛性部材及び／又は
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前記第２剛性部材の幅方向の両端に長手方向に延びるように互いに略並行に設けられた一
対のフランジ部を備えており、
　前記一対の対向接合部は、前記一対のフランジ部が前記パネル部材に接合されてなり、
　前記一対の対向接合部の間に前記第１剛性部材及び／又は前記第２剛性部材と前記パネ
ル部材とにより構成された閉断面構造が形成されていることを特徴とする、車両の車体構
造。
【請求項１１】
　請求項１～請求項１０のいずれか一つに記載の車両の車体構造において、
　前記パネル部材は、前記車体の車室を構成するフロアパネルであり、
　前記第１剛性部材は前記フロアパネルを補強するためのクロスメンバであり、
　前記第２剛性部材は前記車体のフレームであることを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の車両の車体構造において、
　前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延びるように形成されており
、
　前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレームに交差して車幅方向に延
びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数設けられており、
　前記フロアパネルの前記車両前後方向の両端側に位置する前記交差部分における前記第
１接着剤の単位面積当たりの接着剤量は、前記フロアパネルの前記車両前後方向の中央側
に位置する前記交差部分における前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量よりも少な
いことを特徴とする、車両の車体構造。
【請求項１３】
　請求項１１に記載の車両の車体構造において、
　前記フレームは前記フロアパネルの下側に車両前後方向に延びるように形成されており
、
　前記クロスメンバは、前記フロアパネルの上側に前記フレームに交差して車幅方向に延
びるように形成されるとともに、車両前後方向に離間して複数設けられており、
　前記フロアパネルに対し前側及び／又は後側から外力が作用したときに、該フロアパネ
ルに伝わる車両前後方向の振動の振幅の腹の位置に近い前記交差部分における前記第１接
着剤の単位面積当たりの接着剤量が、前記振幅の腹の位置から遠い前記交差部分における
前記第１接着剤の単位面積当たりの接着剤量に比べて少ないことを特徴とする、車両の車
体構造。
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